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2012秋期闘争要求で道市町村課と交渉を実施
　
自治労道本部は10月25日に道に提出した2012秋期闘争要求について道から回答を受け、11月７日に、重要項目について道市町村課からの見解を求めた（回答内容は別紙参照）。
冒頭、藤盛副委員長から「国会情勢は混迷しており、人勧の取り扱いも見通しが立たず、退職手当等については11月２日に閣議決定がされ、国会に提出されたところだが、審議の見通し・成立は不透明な状況のなかで、今後各自治体で交渉がされていくこととなる」と述べ、要求事項総体についての道としての基本的考え方を求めた。

これに対し、道市町村課は「要求事項については、基本的には、法令や国の通知等の趣旨を踏まえ、各自治体において判断し、対応すべきものだと考えるが、道としては、今後とも情報提供や必要に応じた助言を行って参りたいと考えている」と回答した。

詳細が不明確で不満な回答のため、櫛部賃金労働部長から、以下の通り具体的に指摘を行った。
１．地方公共団体の職員における給与決定の基本的な考え方について

（道本部）

　　回答では「各地方公共団体で判断すること」「国の通知の趣旨を踏まえ対処すべきもの」との考え方が示されているが、具体的な給与制度等は、これまでの各自治体の実態や運用の経過をふまえて、労使で十分に話し合って決定すべきであると考えるがいかがか。
（道市町村課）

　地方公務員法第24条に規定されている、いわゆる｢均衡の原則｣に基づき、生計費や、国・他の地方公共団体、民間の給与などを考慮して定められるべきものとされているが、実際に決定していく過程においては、職員団体とよく協議をし、双方が納得して進めることが重要であると考える。
（道本部）

問題は臨時特例法の内容を地方公務員へ反映させるという財務省などの動き。国公の臨時特例法は、地方三団体からも地方への波及に反対意見が出されており、あくまでも国公の事情として、同様な取り扱いを自治体で行うことを強制するものではないことを改めて確認させていただくがいかがか。

（道市町村課）

臨時特例法案審議の際に、総務大臣は、「国家公務員に係る時限的な給与削減措置を地方に要請・強制することは考えていない」こと、「地方財政計画の策定に当たり、給与削減措置の実施を前提にした給与関係経費を計上することは考えていない」という発言をしており、今年２月29日付けで発出された法律公布に係る総務副大臣通知も給与削減措置を地方へ強制しているものではないと理解している。
（道本部）

　　今の回答については確認させていただく。11月１日に地公のラス指数が７ポイント近く引き上がることだけを取り上げ、給与水準が引き上がっていることを強調したマスコミ報道がされたが、極めて遺憾な報道だ。財務省が財政審議会に向けて意図的に発信した内容であり、政府方針とは異なることを指摘しておくが、北海道や地方三団体も地方の財政確立に向けて様々な取り組みをしてきているものの、このような財務省の動きに対して、国への働きかけが重要だと考えるが、どのような対応を取ろうとしているのか。
（道市町村課）

先週末の閣議後の記者会見（11/2）で総務大臣は、ラスパイレス指数について権限のない財務省が、２年間限定で臨時的削減措置された給与と通常ベースの給与との比較を行い、独自に試算した結果を公表することで世論をリードするような動きをしたことに、はなはだ不適切ではないかと発言している。道としては、財務省の動きや今後の地方財政対策に向け、国の動向を注視するとともに、必要に応じ、市長会や町村会などとも連携して適切な対応をしていきたい。

（道本部）

　　今の回答についても確認させていただくが、こうした財務省主導の動きは北海道としても警戒をいただき情報収集に努めていただきたいし、自治労としても適宜情報提供を行うので、共同して対応可能なものは取り組みをお願いしたい。

２．今年の人事院勧告・報告の取り扱いについて

（道本部）

人事院勧告や報告の取り扱いは、政府は臨時特例法の成立を踏まえ、勧告・報告は実施しない方向で事務的には検討が進められ、11月中下旬にならないと政府の判断はなされないと聞いているが、現時点でどのような情報が総務省から来ているのか、また、市町村からの問い合わせに対して、どのように回答しているのか。
（道市町村課）

現在のところ総務省から特段具体的な情報はない。また、市町村からの問い合わせについては、今のところ無い状況である。
（道本部）

総務省からの情報がないとのことだが、国の方針が固まらなければ地方自治体における判断が難しい。今年の場合、高年齢層職員をターゲットにした昇給・昇格制度の見直しは官民較差の外で行われているものなので、実施しない自治体が多数出てくるものと思うがいかがか。
（道市町村課）

道内市町村職員の給与制度は、法令や国の制度改正に係る通知等の趣旨を踏まえ、それぞれの自治体において自主的に判断されるべきものと考えている。
（道本部）

　　地方公務員法の趣旨を踏まえると、対住民や議会に対する説明責任を果たすことが重要と思われるが、引き続き、国の措置を強制するということがないよう適切な対応を取っていただきたい。
３．ラスパイレス指数について

（道本部）

　　総務省は自治労との交渉で、誤解を与えないような表現を行うことを回答しているが、臨時特例法による減額をどのように表現しようとしているのか、情報があれば明らかにしていただきたい。また、2012年４月段階の速報値はどうなっているのか、傾向を示していただきたい。

（道市町村課）

総務省では、国の削減後と削減前の給与両方と比較した指数を算出する作業をしているようであるが、表現の仕方など、詳細については承知していない。
私どもの試算では、国の削減後の給与と比較すると、札幌市を除く道内市町村の平均値は、104.1（昨年95.9（＋8.2））となり、178団体のうち約90％の160団体が100を超えている。参考に、国の削減前の給与と比較すると、96.2（昨年95.9（＋0.3））となり、178団体のうち約97％の173団体が100を下回っている。
（道本部）
臨時特例法による削減が行われ、国と地方の水準を比較可能な指数であるかは疑問だ。自治体の人事政策の事情によって指数を上昇させる要素を持った職員がたった１人いるだけで、２から３の指数が上下するようなものは正確に自治体の給与水準を出しているものといえるのか。その意味でラス指数に基づいて国と地方を比較するとの手法はやめていただきたいし、総務省へ働きかけていただきたい。
（道市町村課）

算出上の問題はあると思うが、ラスパイレス指数については、一つの統計数値であり、市町村が適正な制度運営を行う際の一つの判断材料としてご活用いただくことが大切と考える。
（道本部）

「一つの判断材料」としていても現実には「100近くなるから」、「平均近くなるから」という事情独自削減するでは理解できない。そのような取り扱いではないことをしっかりと助言してほしい。同時に、国との均衡を常に求めるような施策は転換していただきたい。
４．退職手当見直し、年金払い退職給付制度について

（道本部）
　退職手当については、８月に政府方針が固まって以降、道市町村課に対して申し入れを実施するなど、国の取り扱いを地方へ押しつけることが無いよう対応してきた。年金払い退職給付に係る法案とセットで臨時国会へ法案が提出されている。職員の退職後の生活設計への影響があり、年度途中の退職者が多数出るなどの人事管理上の問題も予想される。国公と地公の到達級の違いや退職時点給与額の違い、退職時期の違いが現実にある中で同じ制度を適用する国公の措置を地公へ一律・機械的に求めることは認められない。
（道市町村課）
国の退職手当制度について法案が成立した場合は、その他の制度改正等が行われた場合と同様に、その内容等を各自治体へお知らせすることとなるが、地方自治体の職員の退職手当制度については、法令や国の通知等の趣旨を踏まえて、各自治体で判断すべきものと考えている。

（道本部）
　　今の段階で法律が成立していないので、2013年１月以降の退職者に対する周知期間や勧奨退職要綱等を踏まえると新制度を適用することは物理的に困難な状況になりつつある。こうした事情を市町村に助言してほしい。また、同時に審議される年金払い退職給付制度については、職域年金廃止に変わる措置であり、民間の退職時給付の比較に含まれる大切な制度であるため、その制度内容などの周知も対応いただきたい。
５．財政制度を通じた人件費に対する地方自治体への関与について
（道本部）

退職手当債の発行、病院特例債などの認可に関わって、国公を超える措置を取っている自治体には適正化が求められている。こうした制度を活用の際には、一律的な人件費の削減や住居手当等、さらに適用給料表の変更及び昇格基準の改悪等を条件とせず対応いただきたい。
（道市町村課）

退職手当債などの財政諸制度を活用される際には、それぞれの財政状況や給与制度の状況などを踏まえて、ご検討いただかなければならない旨は申し上げている。職員の理解を得つつ、近年の厳しい財政事情等も踏まえた上で、財政の健全化を図るべく対応されているものと認識しており、道としては、住民の理解を得ることを第一に対応していただきたいという思いでいる。
（道本部）

我々としては納得がいかない。特例債を認める条件が、前段に交付税改革によって、一時的に自治体に財源を与えないで、不足する分は借金でとした政策自体が問題である。実際に退手債を借りることによって持家手当廃止の指導をうけ、対応に苦慮している状況もある。行き過ぎた指導がある場合は、毅然とした対応を取っていただきたい。
６．労働安全衛生体制の確立に向けて
（道本部）

　　職場の安全衛生確保は労使双方が協力して行うものと考えるが、安全・衛生委員会の未設置の自治体がある。この１年間の各自治体の進捗状況について、具体的な成果はどうか。また、メンタルヘルス等の職員の健康管理のため、相談体制の充実を図るよう助言をお願いする。さらに、公務災害の発生状況やその原因究明と対策について実態把握と適切な指導をお願いする。
（道市町村課）

安全・衛生委員会の設置状況については、今年３月末現在の調査によると、設置すべきとされる295事業場のうち264カ所、89.5％の事業場で設置されており、昨年度と比較して0.3％の微増。平成23年度中に、新たに３町が設置。

　　今後とも、法律等に基づき全事業場において所要の委員会が設置されるよう、助言して参りたい。
市町村への支援について、今年度から新たに、８月１日付けで各総合振興局・振興局に、市町村の相談窓口を設置するとともに、道職員を対象に行っていたメンタルヘルス研修に、市町村職員も参加対象としたところ。11月８日には、昨年に引き続き、道と(財)地方公務員安全推進協会との共催により、市町村及び一部事務組合等を対象としたメンタルヘルス対策に関する実践的な講義を内容とした研修セミナーを開催するなど、市町村への支援を行っているところ。
　最後に藤盛副委員長が「みなさんも道職員として14年間にも及ぶ賃金の独自削減をうけ、肌身で感じていると思うが、職員・家族の生活が圧迫されている。それは他自治体においても同じ状況である。議会・市民の視線など厳しい状況のなかで各自治体が工夫をしてきた。そんななかで道の指導があったからどうしようもないという状況に陥っている自治体もある。ラスについては的確な給与水準が反映されたものと考えていない。地公給与は何十年も国公を下回り続けて来たのが実態である。指摘を受け止め、今後の対応を願いたい」とまとめ、交渉を終了した。
こうした道市町村課とのやり取りを踏まえて、各単組においては、2012賃金確定闘争・現業統一闘争の重点課題の解決に向けて、交渉をさらに強化すること。

以　上
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